公　募　要　項

次のとおり，国立大学法人岡山大学鹿田キャンパスの岡山大学病院職員食堂（以下「職員食堂」という。）運営業務について，受託事業者（以下「事業者」という。）を募集する。
１　募集内容
（１）目　　的

　　　　　　　国立大学法人岡山大学鹿田キャンパスの岡山大学病院において，教職員の福利厚生に資することを目的に設置する職員食堂の運営業務について，新たに事業者を募集する。

（２）職員食堂の概要

・場　所：岡山市北区鹿田町２－５－１　岡山大学病院　入院棟西１１階
・席　数：約８０席

・食堂部分の面積：約２８８㎡

・厨房，倉庫，事務室等の面積：約８３㎡

・設備，備品等一覧：別紙「本学が整備する職員食堂設備・備品等予定一覧」（以下「別紙一覧」という。）に例示
（３）鹿田キャンパスの教職員数

　　  教職員数：約２，７００人
（４）運営期間　
　　①業務の開始予定日　　
平成３１年５月以降（運営開始日は，本学と協議の上決定する。）

　　②契約期間

運営を開始する日から平成３３年３月３１日までとする。
ただし，事業者の業務実施状況を評価し，良好であると認められた場合は，期間満了の日の翌日から１年間契約を更新するものとし，以後も同様とする。
（５）運営内容
事業者は，本学と協議の上，教職員に対し軽食及びドリンク等の調理販売を行い，また，職員食堂運営に必要な設備・備品（別紙一覧に例示する本学が整備する職員食堂設備・備品を除く。）の整備等を行うものとする。その他本学からの運営に関する要求事項は，別記「岡山大学病院職員食堂運営業務に係る要求事項等」に記載する。
なお，本学が整備する職員食堂設備・備品は，別紙一覧の例示を基に，本学と事業者との協議により変更する場合がある。
（６）運営日・運営時間
①運営日は，次に掲げる日を除く日を基本とする。
・土曜日・日曜日

・国民の祝日に関する法律に規定する休日

・１２月２９日から翌年の１月３日までの日
②運営時間は，次に掲げる時間を基本とする。
・午前１１時から午後６時まで
※上記を基本とするが，詳細は，双方協議の上決定する。
２　応募資格
本公募に応募することができる者は，以下の条件を全て満たす者とする。

（１）職員食堂等の運営に実績があり，安定した運営が可能な事業者であること。
（２）過去１年間に公共機関等（国，地方公共団体等）から取引停止の措置等の事実がない者であること。
（３）過去１年間に契約辞退及び契約解除等の事実がない者であること。
（４）過去１年間に食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）に基づく食中毒による行政処分を受けていない者であること。
３　公募に関する質問書の提出期限
質問がある場合は，質問書（様式は任意）に必要事項を記入し，持参，郵送，Ｆａｘ又はＥ-
Mailで下記により提出すること。

①提出期限：平成３１年４月９日（火）午後５時まで

②提 出 先：国立大学法人岡山大学　岡山大学病院　総務課（医学部管理棟４階）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当 ： 総括主査　人見　
〒700-8558　岡山市北区鹿田町２－５－１
電話 086-235-7503　 FAX 086-235-7636 
E-mail：kae7507@adm.okayama-u.ac.jp
③質問書の回答：公募説明会において一括回答

　

４　応募書類等の提出期限
（１）提出期限　　平成３１年４月１０日（水）正午まで
※期日厳守（郵送の場合は必着のこと）
（２）提出方法　　 持参又は書留郵便
なお，持参の場合は，土，日，祝日を除く午前９時から午後５時まで

（３）提出場所 　　上記３の②提出先に同じ
（４）応募時の提出書類
①企画提案書（別紙様式１）・・・１０部　
この企画提案書に示す事項について，フォーマット等は特に定めないので，応募者の判断により，企画・作成すること。

②その他添付書類・・・１部
・類似業務の運営（受託）実績の一覧（国，地方公共団体からの受託は必ず記載すること。）
・会社概要
・誓約書（別紙様式２）
③応募者から提出された書類は，本公募の目的にのみに使用し，返却しない。
５　審査方法，事業者の決定等
（１）審査内容
提出された企画提案書等については，主に次のような観点から点数評価を行い，事業者を決定する。
① 事業目的及び基本方針に対する理解度
② 安全衛生の確保，利用者ニーズ等への提案内容の充実度・実現性
③ 責任者及び団体の実績等からみた業務遂行能力，適正な経理執行能力

（２）審査方法

◆書類審査 

提出された企画提案書等に基づき，選考することを原則とする。本院が必要と認めた場合は， 

企画提案書に対して質問を行う場合がある。応募者からの提案を総合的に判断し，最適の提案をした事業者を選定し決定する。
◆結果通知
平成３１年４月下旬までに郵送で結果を通知する。

なお，決定した事業者は，職員食堂運営に関する業務委託契約書（別紙様式３）を締結するものとする。
別記

岡山大学病院職員食堂運営業務に係る要求事項等

岡山大学病院職員食堂運営業務に係る要求事項等を以下に示す。応募者は，これらの事項を踏まえ，提案を行うこと。

１　基本方針

　　　本学は，岡山大学鹿田キャンパスに，教職員の福利厚生に資するため，岡山大学病院職員食堂（以下「職員食堂」という。）を設置する。　

このため，品目，価格設定，食材，食材の安全性等，各自が行おうとする運営業務を明確にした提案を望む。
２　職員食堂運営業務に係る遵守事項等

（１）基本的遵守事項
・本学が貸与する施設，設備・備品等（以下本項において「施設等」という。）は，善良な管理者の注意をもって管理し，その効果的使用に努めること。
・施設等の改良等，現状を変更しようとするときは，本学の承認を得ること。
・施設等は，目的以外のために使用しないこととし，転嫁し又は担保に供してはならない。
・施設等は，契約期間満了の日までに，原状回復の上返納すること。
・本学が必要に応じて契約期間を終了させた場合は，速やかに原状回復し引き渡すこと。

・事業者は，施設等を滅失し又は損傷したときは，直ちに本学に報告し，その指示に従うこと。

・滅失又は損傷の原因が事業者の責に帰すべきときは，弁償しなければならない。

（２）運営業務の付帯条件
①食事等の提供方法等

・良質で低廉な軽食等を提供すること。

・酒類を含むパーティー料理の提供も可能とすること。
②メニューの作成
事業者は，食事等のメニュー及び価格表を作成すること。また，特色あるメニュー（季節限定メニューの設定やテイクアウトへの対応等）を提案すること。

③廃棄物の処理
事業者は，調理時及び飲食後に発生する残飯等の廃棄物を適正に処理すること。
④食器類等の洗浄
事業者は，調理用器具及び食器類等を洗浄及び必要に応じ消毒すること。
⑤清掃

事業者は，毎日の業務終了後，厨房，その他業務で使用した施設・設備を清掃すること。
また，食堂部分についても，清潔な状態を保つため，運営上発生したテーブル，椅子，床等の汚損の清掃を適宜行うこと。

⑥関係法令の遵守及び衛生管理
ア 事業者は，業務を遂行するに当たり，食品衛生法及び関係法令を遵守するとともに，食品衛生法の規定に基づき，事業者に課せられている諸手続きを責任をもって実施すること。
イ 事業者は，調理師を適切に配置するとともに，食中毒の防止を徹底するため，厨房内の衛生管理及び食材料の品質管理等を自己の責任において実施すること。
　　⑦決済
　　　　事業者は，食事等の代金の支払いについては，現金のほか，楽天Ｅｄｙ株式会社が提供するプリペイド（前払い）方式の電子マネー（楽天Ｅｄｙ）による決済を可能とすること。

（３）運営状況の報告

事業者は，毎月の売上げもしくは運営収支を翌月末までに報告するものとする。

３　運営に係る経費

（１）施設及び別紙一覧に例示する本学が整備する職員食堂設備・備品等は無償貸与とするが，その他運営に必要な備品，消耗品等の整備については，本学・事業者において協議の上，事業者の負担で行うものとする。
なお，本学が整備する職員食堂設備・備品は，別紙一覧の例示を基に，本学と事業者との協議により変更する場合がある。
（２）事業者は，人件費，保険管理費，被服費，通信費，光熱水料，清掃に係る経費，原材料費，その他運営業務の実施に必要な経費を負担するものとする。ただし，食堂部分のテーブル・椅子等の維持管理費，光熱水料及び清掃（運営上発生した汚損に係る清掃を除く。）に係る経費等については，本学が負担するものとする。

（３）本業務に係る業務委託料は支払わない。

４　再委託の禁止
事業者は，本学の承認を得ずして本業務の全部又は一部を第三者に再委託してはならない。

５　情報公開及び調査等
事業者は本学から情報公開，調査及び報告等を要請された場合，誠意を持ってこれに応ずるものとする。

６　大学の定期検査
（１）定期的に業務内容に係る検査を実施するものとする。
（２）前号の検査の結果，業務内容が条件等を満たしていないと判断した場合には，口頭又は書面により改善要求を行うものとする。
７　契約の解除
以下の一に該当するときは，契約を解除することができるものとする。
（１）施設を契約目的以外の用に供したとき。
（２）大学の業務に支障が生じたとき。
（３）正当な理由なくして本契約に違反したとき。
（４）破産等の申し立てをし，又はその宣告を受けたとき。

（５）上記６の（２）に基づき，大学が書面等による改善要求したにもかかわらず改善されない場合　

８　その他
（１）本要求事項等に記載のない事項については，本学と事業者双方が誠意をもって協議し，定めるものとする。
（２）大規模災害の発生に当たっては，在庫品の提供を含め，本学の指示に従うこと。

別紙様式１ 

岡山大学病院職員食堂運営業務企画提案書 
事業者名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　「岡山大学病院職員食堂運営業務に係る要求事項等」を踏まえ，以下のとおり提案します。
１　運営方針（基本的なコンセプト，具体的な経営方法，スタッフ体制・教育方針，リスク管理の考え方，楽天Ｅｄｙへの対応等）

２　収支計画，職員食堂等の運営実績 

３　運営日・運営時間に関する提案（パーティー時の対応等を含む。）
４　メニュー計画（品目，価格設定，食材，食材の安全性等） 
５　利用者ニーズの考え方（メニューの特色（季節限定，テイクアウト対応等），食器等のイメージ，スタッフの制服，イベント利用時の提案等） 
６　安全・衛生管理（清掃・ゴミ処理方法，管理体制・緊急体制等）

７　独自提案（格別工夫する点等）

８　厨房機器等の構成一式の提案
　※　別紙「本学が整備する職員食堂設備・備品等予定一覧」等を参考に厨房機器等一式及び配置図を提案すること。
９　その他（開店準備期間の目安など）

※　上記に掲げる事項に関して作成することとし，企画提案書の形式は自由で，必要に応じて資料を添付すること。
別紙様式２

誓　 約　 書
私は，岡山大学病院職員食堂運営業務に係る応募申込みにあたり，次の各項すべてに該当する者であることを申し出ます。
（１）過去３年間に公共機関等（国，地方公共団体等）から取引停止の措置等の事実がない者であること。

（２）過去３年間に契約辞退及び契約解除等の事実がない者であること。
（３）過去１年間に食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）に基づく食中毒による行政処分を受けていない者であること。

なお，本誓約書に記載の内容に相違する事実が判明した場合には，契約を解除され，貴学に損害が生じた場合には，損害賠償を請求されることについて異議を申し立てません。
平成　　年　　月　　日
国立大学法人岡山大学長 殿

誓約者
所在地
法人名
代表者氏名 　　　　　　　　　　　　印
別紙様式３

岡山大学病院職員食堂運営に関する業務委託契約書(案)
国立大学法人岡山大学（以下「甲」という。）と請負者○○○○（以下「乙」という。）は，岡山大学病院職員食堂の運営業務委託に関し，次の条項により契約を締結する。

（目的）

第１条　甲は，岡山大学鹿田キャンパスの教職員の福利厚生の向上を目的に設置する岡山大学病院職員食堂（以下「職員食堂」という。）の運営業務を乙に委託し，乙は，これを誠実に責任を持って行うものとする。
（実施場所・施設）

第２条　職員食堂運営場所は，次のとおりである。

　　所在地：岡山市北区鹿田町２－５－１　岡山大学病院　入院棟西１１階
（契約期間）

第３条　契約期間は，平成３１年　　月　　日から平成３３年３月３１日までとする。ただし，乙の業務実施状況を甲が評価し，良好であると認められた場合は，期間満了の日の翌日から１年間契約を更新するものとし，以後も同様とする。
（運営に係る経費）

第４条　施設及び別紙一覧に示す設備・備品等は無償貸与とするが，その他運営に必要な備品，消耗品等の整備については，甲・乙において協議の上，乙の負担で行うものとする。

２　乙は，人件費，保険管理費，被服費，通信費，光熱水料，清掃に係る経費，原材料費，その他運営業務の実施に必要な経費を負担するものとする。ただし，食堂部分のテーブル・椅子等の維持管理費，光熱水料及び清掃に係る経費等については，甲が負担するものとする。

（無償委託）

第５条　甲は，乙に対し，運営業務委託に伴う報酬その他いかなる対価も支払わない。

（衛生管理）

第６条　乙は，業務を遂行するに当たり，食品衛生法及び関係法令を遵守するとともに，食品衛生法の規定に基づき，乙に課せられている諸手続きを責任もって実施するものとする。

２　乙は，調理師を適切に配置するとともに，食中毒の防止を徹底するため，厨房内の衛生管理及び食材料の品質管理等を自己の責任をもって実施するものとする。

（運営状況の報告）

第７条　乙は，甲に対し毎月の売上げ又は運営収支を翌月末までに報告するものとする。

（再委託の禁止）

第８条　乙は，本業務の全部又は一部を第三者に再委託してはならない。ただし，甲の承認を得た場合は，この限りではない。　

（情報公開及び調査等）

第９条　乙は，甲から情報公開，調査及び報告等の要請があった場合は，誠意を持ってこれに応じなければならない。

（検査等）

第１０条　甲は，乙に対し定期的に検査を実施するものとする。

２　甲が行う検査の結果，業務内容が本契約目的に適していないと判断した場合には，口頭又は書面により改善要求を行うものとする。

（中途解約）

第１１条　乙は，甲に対し中途解約の申入れをする場合には，半年の予告期間をもって行うものとする。

（契約の解除等）

第１２条　次の各号の一に該当したとき，甲は直ちに本契約を解除することができる。

（１）乙が貸付施設等を契約目的以外の用に供したとき。

（２）甲の業務に支障が生じたとき。

（３）乙が正当な理由なくして本契約に違反したとき。

（４）乙が破産等の申し立てをし，又はその宣言を受けたとき。

（５）第１０条第２項の書面等による改善要求にも関わらず改善されないとき。

（疑義の決定）

第１３条　本契約に定めのない事項についてこれを定める必要がある場合は，甲・乙において協議の上，決定するものとする。

上記契約の成立を証するため，本契約書２通を作成し，甲・乙双方が記名押印の上，各自１通を所持するものとする。

平成　　年　　月　　日
　岡山市北区津島中一丁目1番１号

国立大学法人岡山大学

　　学　長　　　　槇　野　博　史
○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○　　　　○　○　○　○
